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福祉・介護職員処遇改善臨時特例交付金  
実績報告書作成における留意事項 

～作成前に必ずお読みください～ 

 入力に当たっての留意事項  

○ 福祉・介護職員処遇改善臨時特例交付金実績報告書（以下、実績報告書）は、以下の

順でシートを作成してください。 

基本情報入力シート ⇒ 交付金別紙様式 3－2 ⇒ 交付金別紙様式 3－1 

 

 

○ 実績報告書は、下記のようにセルによって自動計算されるものもあるため、自動計算式

データを壊さぬよう、入力の際は十分に注意してください。 

 ・・・入力可 

 ・・・自動計算式データ等が入っているため入力不可 

 

 

○ ＜基本情報入力シート＞の電話番号・ＦＡＸ番号は半角数字で入力してください。 

 

 

 

○ ＜基本情報入力シート＞の交付金対象事業所に関する情報は、「令和４年度青森県福

祉・介護職員処遇改善事業費補助金交付決定通知書」に添付した「別添対象事業所一

覧表」を確認のうえ、交付決定されたすべての事業所及びサービスを入力してください。 

  交付金の受給額が０円のサービスについても、交付決定された以上は実績報告書への

記載が必要です。 

 

２　基本情報

⇒下表に必要事項を入力してください。

法人名

法人住所 0 3 0 － 0 0 0 1

法人代表者

連絡先 電話番号 017-734-9308

FAX番号 017-734-8092

e-mail ×××＠aomori.lg.jp

氏名 青森　太郎

書類作成
担当者

フリガナ アオモリ　ハナコ

氏名 青森　花子

住所１（番地・住居番号まで） 青森県長島1丁目１－１

住所２（建物名等） 北棟ビル6階

職名 代表取締役

フリガナ アオモリケン○○ホウジン

名称 青森県○○法人

〒

半角数字で入力してください。

３　交付金対象事業所に関する情報

下表に必要事項を入力してください。記入内容が様式3-1及び3-2に反映されます。

市区町村

1 0 2 1 0 2 2 2 2 2 2 弘前市 ○○○事業所 居宅介護

2 0 2 1 0 1 1 1 1 1 1 青森市 △△△事業所 就労継続支援Ｂ型青森市 青森県

都道府県

青森県 青森県

事業所の所在地

通し番号
障害福祉サービス等

事業所番号
指定権者名 事業所名 サービス名
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○ ＜交付金別紙様式３－２＞の①～⑤に入力した額が、自動計算で＜交付金別紙様式３

－１＞の同じ①～⑤に反映されます。 

 ③ⅰ）、④、③ⅱ）、⑤には対象職員へ支払った給与額総額や職員１人あたりの賃金改善

額ではなく、交付金を原資に賃金改善実施期間において対象職員に支払った賃金改善

額を入力してください。 

 

※ ③ⅰ）・・・賃金改善の対象としたすべての「福祉・介護職員」に、賃金改善実施期間

において支払った賃金改善額の合計額 

   ④  ・・・③ⅰ）のうち、ベースアップ（基本給、毎月決まって支払われる手当）で賃金

改善した額 

③ⅱ）・・・賃金改善の対象としたすべての「その他の職員」に、賃金改善実施期間に

おいて支払った賃金改善額の合計額 

   ⑤  ・・・③ⅱ）のうち、ベースアップ（基本給、毎月決まって支払われる手当）で賃金

改善した額 

 

※ 一時金や賞与はベースアップには含まれません。 

 

↓交付金別紙様式３－２ 

    

 

↓交付金別紙様式３－１ 

 

500,000 15,000,000 6,000,000 400,000 360,000 160,000 144,000

900,000 33,000,000 3,000,000 880,000 792,000 80,000 72,000

（j-2）

左記のうち、ベー

スアップ等による

賃金改善額［円］

福祉・介護職員処遇改善臨時特例交付金　別紙様式３－１　２実績報告について

①

福祉・介護職員

処遇改善臨時特

例交付金の総額

［円］］(k) 福祉・介護職員(l) その他の職種(m)

②ⅰ）賃金改善実施期間に交付金により賃金の改善を行った

福祉・介護職員等の賃金の総額(［円］

（i-1）

③ⅰ）福祉・介護

職員の賃金改善

額［円］

（i-2）

左記のうち、ベー

スアップ等による

賃金改善額［円］

（j-1）

③ⅱ）その他職

種の賃金改善額

［円］

（列ごとの合計が２③に転記）

<- ○

円

円 （ ） ％

円）

円

円 （ ） ％

円）

④ 月 月交付金による賃金改善実施期間 令和４年 2 ～ 9

ⅱ）その他の職員

の賃金改善額

240,000

<- ○（うち、ベースアップ等による

賃金改善の額）

216,000 90.00

（一月あたり

　

　

　

要

件

Ⅱ

（うち、ベースアップ等による

賃金改善の額）

1,152,000 90.00

（一月あたり

円

27000

③ベースアップ等による賃金改善の総額

ⅰ）福祉・介護職

員の賃金改善額

1,280,000

円

<- ○

ⅰ）賃金改善実施期間（④）に交付金により賃金改善を行った福祉・介護職員等の賃金の総額

       （（l）+（m））
57,000,000 円

ⅱ）前年度（賃金改善実施期間に相当する期間）の福祉・介護職員等の賃金の総額【基準額】 55,480,000 円

144000

②賃金改善所要額(ⅰ-ⅱ）(右欄の額は①欄の額以上であること） 1,520,000

要

件

Ⅰ①福祉・介護職員処遇改善臨時特例交付金の総額(k) 1,400,000

②ⅰ） 

① 

③ⅱ） 

③ⅰ） 

⑤ 

④ 

① ②ⅰ） ③ⅰ） ④ ③ⅱ） ⑤ 
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○ ＜交付金別紙様式３－１＞の⑥には自動計算式「②ⅰ）－②ⅱ）」が入っています。ま

た、⑥と「③ⅰ）＋③ⅱ）」はどちらも「賃金改善額」であることから同じ金額となります。作

成の際に、③ⅰ）＋③ⅱ）＝⑥となっているか確認してください。 

 

 

 

 

○ ＜交付金別紙様式３－１＞の⑦⑧には以下の計算式が入っています。 

 ⑦⑧とも６６．６７％以上で要件Ⅱが○となります。  

計算式） ⑦＝④÷③ⅰ）×１００  ⑧＝⑤÷③ⅱ）×１００ 

 

 

 

○ ＜交付金別紙様式３－１＞の②ⅱ）は、交付金計画書別紙様式２－１の②ⅱ）の額を記

載することとなっていますが、賃金改善実施期間と前年度（賃金改善実施期間に相当す

る期間）で職員構成が変わった場合は、以下の事例を参考に前年度の賃金を推計して

入力してください。 

 

 

 

<- ○

円

円 （ ） ％

円）

円

円 （ ） ％

円）

④ 月 月交付金による賃金改善実施期間 令和４年 2 ～ 9

ⅱ）その他の職員

の賃金改善額

240,000

<- ○（うち、ベースアップ等による

賃金改善の額）

216,000 90.00

（一月あたり

　

　

　

要

件

Ⅱ

（うち、ベースアップ等による

賃金改善の額）

1,152,000 90.00

（一月あたり

円

27000

③ベースアップ等による賃金改善の総額

ⅰ）福祉・介護職

員の賃金改善額

1,280,000

円

<- ○

ⅰ）賃金改善実施期間（④）に交付金により賃金改善を行った福祉・介護職員等の賃金の総額

       （（l）+（m））
57,000,000 円

ⅱ）前年度（賃金改善実施期間に相当する期間）の福祉・介護職員等の賃金の総額【基準額】 55,480,000 円

144000

②賃金改善所要額(ⅰ-ⅱ）(右欄の額は①欄の額以上であること） 1,520,000

要

件

Ⅰ①福祉・介護職員処遇改善臨時特例交付金の総額(k) 1,400,000

円

円 （ ） ％

円）

円

円 （ ） ％

円）

ⅱ）その他の職員

の賃金改善額

240,000

<- ○（うち、ベースアップ等による

賃金改善の額）

216,000 90.00

（一月あたり

　

　

　

要

件

Ⅱ

（うち、ベースアップ等による

賃金改善の額）

1,152,000 90.00

（一月あたり

27000

③ベースアップ等による賃金改善の総額

ⅰ）福祉・介護職

員の賃金改善額

1,280,000

<- ○

144000

円

ⅰ）賃金改善実施期間（④）に交付金により賃金改善を行った福祉・介護職員等の賃金の総額

       （（l）+（m））
57,000,000 円

ⅱ）前年度（賃金改善実施期間に相当する期間）の福祉・介護職員等の賃金の総額【基準額】 55,480,000 円

②賃金改善所要額(ⅰ-ⅱ）(右欄の額は①欄の額以上であること） 1,520,000

※②ⅱ）「前年度（賃金改善実施期間に相当する期間）の福祉・介護職員等の賃金の総額」【基準額】には、計画書別紙様式2-1の２②ⅱ)の額を記載

すること。この【基準額】については、職員構成が変わった等の事由により修正することが可能である。

 

③ⅱ） 

③ⅰ） 

⑥ 

②ⅰ） 

②ⅱ） 

③ⅰ） 

③ⅱ） 

④ 

⑤ 

⑦ 

⑧ 

②ⅱ） 
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事例 ）賃金改善実施期間（令和４年２月～９月）である令和４年７月末に勤続年数が長い

職員が退職し、令和４年８月から勤続年数の短い職員を採用した。 

この場合の前年度（賃金改善実施期間に相当する期間）の賃金の総額は、 

・退職者については、令和３年２月～７月までの賃金額を計上し、令和３年８月～９

月までの賃金額を計上しない。 

・新規採用職員については、その者と同職であって勤続年数等が同等の職員が令

和３年８月～９月に在籍していたと仮定した場合における賃金総額の推計を計上

する。 

 

 

○ ＜交付金別紙様式３－１＞の下段（代表者名）は法人代表者名（理事長の氏名、代表

取締役の氏名など）を入力してください。 

 

 

令和 年 月 日

 （代表者名） 青森　太郎

実績報告書の記載内容に虚偽がないことを証明するとともに、記載内容を証明する資料を適切に保管してい
ることを誓約します。

4 12 30  （法人名） 青森県○○法人


